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「安心と希望の医療確保ビジョン」具体化に関する検討会 

中間とりまとめ（案） 

平成 20 年 8 月 27 日 

 

本検討会は、国民が地域で安心して医療を受けられるよう、医療を守り質を高めるため

に必要な具体的な方策について、国民・患者や現場の視点に立って 7 回 16 時間を超え

る時間にわたり議論を重ねてきた。 

 厚生労働省においては、こうした議論を踏まえて、関係省庁とも協力し、下記の事項及び

検討会で出された現場の知恵ともいうべき提案について積極的に取り組むことを要請す

る。 

 また、医療費は対GDP比がOECDの中でも低い水準にあることを踏まえ、より質の高い医

療の実現とそれに必要な医療費のあり方について国民的な議論が行われることを期待す

る。 

 

１ 医師養成数 

 

医師養成数については、産科や救急をはじめ厳しい状況にある診療科の勤務医等の待

遇を改善するとともに、さらに医療の質を高めるため、増加させるべきである。 

○来年度においては、医学部教育・地域医療に支障を来さない範囲で、少なくとも過去最

大の医学部定員（8，360 人）程度を目指すべきである。 

○OECD の人口 10 万対の平均医師数が我が国のそれの約 1．5 倍であることも考慮し、

医学部教育・地域医療に支障を来さないよう配慮しつつ、将来的には 50％程度医師養

成数を増加させることを目指すべきである。その後医師需要をみながら適切に養成数を

調整する必要がある。こうした医師需要を検証する観点から厚生労働省において必要な

医師数について推計し直すべきである。その際、少子高齢化の進展や国民の医療に対

するニーズや意識が変化していることを踏まえ、あるべき医療の姿もイメージしつつ、高齢

化の状況、患者の診療動向、女性医師の増加や働き方に関する意識の変化、医師の
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勤務実態、世代別の状況、医療提供体制のあり方など様々なパラメータをできるだけ考

慮した専門的な推計を行うべきである。 

 

２ 医師の偏在と教育 

 

 現下の医師不足問題は、診療科の偏在と地域の偏在という「２つの偏在」によって深刻さ

を増している。国民が地域において確実に必要な医療が受けられるようにするためには、

医師の数を増やすだけでなく、こうした偏在の問題に的確に取り組む必要がある。 

○診療科の偏在の問題については、特に病院に勤務する医師が減少傾向にある診療科

や救急医療においては、時間内でも時間外でも厳しい勤務を求められることが多いこと

を踏まえて、その働きを評価し、医師が魅力あると思うようなインセンティブを付与するこ

とが重要である。外科をはじめ医師の技術を適切に評価するため、ドクターフィーについ

ても検討する必要がある。 

○地域の偏在の問題については、へき地などで働く医師へのインセンティブの付与、へき

地などへ派遣された医師を様々な面でサポートする体制の整備が必要である。また、専

門医としての総合医・家庭医の養成とともに、他の専門医が総合医・家庭医となって地

域医療を担うようなキャリアパス、再教育のプログラムが必要である。 

○当面、上記のインセンティブの一つとして、産科、救急、へき地などで勤務する医師等に

対して手当を支給し、その働きを評価すべきである。また、通常の勤務に加え、当直や

オンコール対応など厳しい状況に置かれた勤務医の勤務条件を短時間正規雇用など

により改善を図るべきである。 

○また、２つの偏在の問題に対応し、また、医療の質を高めていくため、患者の声も聞きな

がら、初期臨床研修制度や専門医トレーニング（後期研修制度）のあり方を見直すべき

である。 

○より質の高い医師を効果的に養成する観点から、医師の卒前・卒後教育の連携をはじ

めとした臨床研修制度のあり方について、文部科学省と厚生労働省との合同の検討会

を早急に立ち上げ、対策の具体化を図るべきである。 
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３ コメディカル等の専門性の発揮とチーム医療 

 

 よりよい医療を実現するためには、治療にあたるチームを構成する医師のみならず各コメ

ディカルが専門性を発揮していくことが重要である。 

○コメディカルが専門性を持ち、キャリアアップできる仕組みが必要であり、そうしたことへの

インセンティブの付与や支援が必要である。同時に、コメディカルの数を増加させること

について具体的な検討が必要である。 

○チーム医療を実践することや各職種が専門性を発揮し、患者のためのよりよい医療が行

われる体制がとられることを前提に、その職種でなくても行いうる業務を他の職種に担わ

せるスキルミックスを進めるべきである。 

○患者の安全性向上のため、4 年生大学への移行も視野に、看護師基礎教育の充実を

図るべきである。 

○医療者と患者間の真の協働関係を樹立するためには、医療従事者が全体として、患者

の立場を十分に配慮するという施設の「文化」を醸成する必要がある。そのためには管

理者の姿勢が重要である。諸外国の例を参考にしながら、医療における院内メディエー

ターの活用も今後の検討課題とすべきである。 

 

４ 地域医療・救急医療体制支援 

 

○ 地域医療の担い手の一つとして、専門医としての総合医・家庭医のあり方等について検

討を進めるべきである。 

○ がんなどの在宅医療や看取りまで行う在宅医療・在宅医の専門性を評価すべきである。

訪問看護について、医師の標準的指示書や個別的約束指示の下で看護師の裁量性

を認めることや、訪問看護のあり方を検討すべきである。 

○ 地域全体の病院医師や診療所医師の連携を円滑に進め、診療所医師が病院での診

療に携わることを進めるためには、病院における医療に対する診療報酬を、ホスピタル

フィーとドクターフィーに区別することを検討する必要がある。また、地域全体の病院医

師や診療所医師の連携を円滑に進め、患者の入退院・転院を円滑に進めるためには、
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地域の医療機関における電子カルテの情報共有が必要である。また、医療の透明化を

図るため患者が無料で明細書（診療内容がわかる領収書）を受け取ることができるよう

にする必要がある。 

 

○ 救急医療において、患者が適切な医療を受けられるようにするためには、最も重症の

者を受け入れる第三次救急の体制を堅固なものとすると同時に、軽症者も含め多くを

受け入れている二次救急を支える体制を構築することが重要である。 

○ このため、数多く救急患者を受け入れた医療機関・医師を評価すること、地域によって

は二次救急が福祉的なニーズを持った患者を相当数受け入れているケースがあること

から福祉関係の行政機関をはじめ関係機関が協力して受け止められる体制を構築す

ること、医師以外にも適切なトリアージができる看護師を養成すること、が必要である。 

○ 医療と消防の連携を円滑化し、消防防災ヘリコプターの救急搬送における活用を推進

するべきである。 

 

５ 患者・住民の参画 

 

○ 「子供を守ろう、お医者さんを守ろう」「コンビニ受診を控えよう」といった地域住民への

呼びかけや、「病院へ行く、その前に」というフローチャートを作成・配布するなどの取り組

みが行われている。各地のこうした取り組みを支援し、住民とともに地域医療を守ること

が重要である。 

○ 患者、住民に関わることを決める場合には、患者、住民とともに議論し、考えるという視

点が重要である。 

 

 


